
平成26年7月1日 現在

１．組織の概要

 島根県が設置する「島根県立しまね海洋館」の管理運営を通じ、多くの人々が日本海の自然や

生態とふれあい、楽しく過ごす場を創造し、賑わいの創出や新たな民間活動の誘発により、

地域の活性化に寄与するとともに、水族の保護、保全を含めた海洋自然の大切さについての普及

啓発に努めていく。

１　島根県が設置する｢しまね海洋館｣の管理運営事業 ４　水族に関する知識の普及啓発事業

２　水族の収集、飼育及び展示に関する事業 ５　水族の保護及び保全の研究に関する事業

３　水族に関する調査研究事業 ６　しまね海洋館及び水族に関する広報宣伝事業

など

２．役員等数　※当年度欄はH26.7.1現在、前年度欄はH25.7.1現在

6 回 3 回

３．県職員である役員等の内容

県出資等比率

100.0%

0 0 00 0

7 07

0 0 0 0

0 00 0 0 0 0

うち県職員

うち県ＯＢ職員

当年度増減前年度

1 0 6

0 0

監事

評議員

うち県ＯＢ職員

うち県職員

うち県職員

うち県ＯＢ職員

小計（役員計）

うち県ＯＢ職員

うち県職員

理事等

当年度 増減前年度当年度増減前年度

1 6 0

639,160
うち取崩しを前提として県が造成補助した財産

合計額

基本財産の状況〔千円〕※H26.3.31現在

H26.3.31
公益法人会計基準

（H20.4.11）

合計額 100,000

100,000

運用財産の状況〔千円〕　※H26.3.31現在

経営評価報告書［組織体制シート（各法人共通）］ （Ａ）-１

平成２５年４月
（平成９年４月）

整備法第44条 地域政策課

団体名

公益財団法人しまね海洋館

所在地代表者（職・氏名）

理事長

うち県出資等額

常勤 非常勤

設立目的

主な事業内容

計

－

債務保証の状況〔千円〕※H26.3.31現在

（任期）
浜田市久代町１１１７番地２

島田　一嗣

H25.6.21～H27.6評議員会

設立時期 設立根拠 事業年度終了日 適用会計基準県所管課

0 0 0 2 2 0 2 2 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 0 8 8 0 9 9 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 13 14 ▲ 1 13 14 ▲ 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 2 2 0 2 2 0

1 1 0 21 22 ▲ 1 22 23 ▲ 1

H25年度会議開催数 理事会等 評議員会等

合計

理事等

監事

評議員

県における所属・職名等

西部県民センター所長、浜田県土整備事務所長

県出資等との比率

債務保証の額 0 0.0%

前年度と比較して異動のあった事項及び人数



４．職員数　　※当年度欄はH26.7.1現在、前年度欄はH25.7.1現在

５．人件費の状況（退職手当を除く）

（１）役員の報酬等

人

人

人

人

人

人

人

人

人

（２）正規職員の給与等

人

人

人

【人件費の状況に関する記載内容の注意事項】

※

※

※

※

（１人当り） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

常勤

非常勤 8 252,000 0 252,000 0 252,000

7,136,800 389,484 7,526,284

1 6,884,800 0 6,884,800 389,484 7,274,284

9 7,136,800 0

0 0

0

0

計（①＋②）

非常勤 0 0 0

0

0 0

（１人当り） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0

6,884,800

0 0

②他団体等が報酬等の一部または全部を負担している役員

0 0 0 0 0

役員報酬等の当団体負担額

389,484

252,000

6,884,800

6,884,800

0

0

0

0

252,000

138,468,488

小計

非常勤

1

8

9

（１人当り）
常勤

支給対象人数

①当該団体が報酬等の全部を支給している役員

支給対象人数

23

（１人当り） 5,200,6421,110,097634,7163,455,829

0

賞与

正規職員の給与等の当団体負担額

職員手当給料

〔円〕

252,000

7,274,284

7,526,284

0

報酬 その他

福利厚生
・共済費等

人件費計
小計

福利厚生
・共済費等

人件費計

6,884,800

7,136,800

0

389,484

417

3

0

▲ 1

14,598,466

〔円〕

0

0

0

7,136,800

119,614,765 18,853,723 138,468,48823 79,484,059 14,598,466 25,532,240

25,532,240

0 0 0

計（①＋②）

0 0 0 0

#DIV/0!

0

21

0

嘱託職員

正規職員数は２４名であるが、１名産休・育休で１年間給与の支給が無かったため、５．（２）正規職員の給与の人数は２３名とした。

①当該団体が職員給与費の全部を支給している職員

②他団体等が職員給与費の一部または全部を負担している職員

79,484,059 18,853,723119,614,765

0

経営評価報告書［組織体制シート（各法人共通）］

0

0

24 0

（Ａ）-２

0

当年度 前年度 増減

42

0

1

0

45

0

0

前年度と比較して
異動のあった事項

計

うち県ＯＢ職員

うち県派遣職員

うち県職員兼務

うち県ＯＢ職員

うち県ＯＢ職員

臨時職員等

24

県ＯＢ：団体での職名
県派遣：団体での職名（県での所属）

常勤

正規職員

人数

接客：▲１名

接客：２名、海獣展示：２名



１．事業概要

23年度 24年度 25年度 26年度

目標値 － － － －

実績値 － － －

２．コスト等の推移 （単位：円）

23年度 24年度 25年度 26年度（計画）

43,692,829 43,565,048 37,058,423 55,537,854

21,422,664 20,511,881 11,362,006 26,788,000

0 0 0 0

うち県分 0 0 0 0

7,662,063 7,662,063 7,662,063 7,662,063

うち県分 7,662,063 7,662,063 7,662,063 7,662,063

（上記のうち指定管理料） 7,662,063 7,662,063 7,662,063 7,662,063

1,274,000 968,000 268,000 268,000

12,486,601 11,881,818 3,431,943 18,857,937

0 0 0 0

0 0 0 0

22,270,165 23,053,167 25,696,417 28,749,854

4,760,094 5,017,870 5,343,999 5,319,400

14,431,096 14,836,180 18,664,800 21,398,868

3,078,975 3,199,118 1,614,119 1,891,586

0 0 73,500 140,000

３．事業実績に対する評価等
（評価の目安）

職
員
別
内
訳

①人事・経営管理業務　②予算管理業務　③経営（運営）計画業務　④県との施策調整業務
⑤理事会・経営委員会　⑥飲料自販機・ロイヤリティ管理業務　⑦その他一般的施設運営業務　など

臨時職員等

嘱託職員

人件費

正規職員

補助金・負担金

借入金

役員

使用料・入場料等

　
　　・平成２５年４月１日より、「公益財団法人」に移行した。

　　・公益法人への移行や館内水槽等修繕工事などを含めた諸事務について、島根県及び関係機関との
　　連絡調整を図り、理事会・経営委員会等に諮りながら効果的に財団運営業務を行うことが出来た。

　　・平成２２年度より組織機構の改正を行い、３課４係から３課７係の体制とした。
　　 平成２４年度は職員採用試験を行い、平成２５年４月１日付で経営課正職員を１名採用した。

指標に基づく
評価

ａ：目標を達成するとともに非常に効果があった
ｂ：かなり効果があった
ｃ：効果が十分でなく手法を見直す必要がある
ｄ：効果が出ておらず、事業そのものを見直す必要がある

-

　説明

資産運用収入

その他（上記以外）

コスト

区分

　　－
目標
（値）

0

事業費

0

（Ｂ）-1

事業名

経営評価報告書［事業実績シート（各法人共通）］

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

受託料等

0 0

目的及び
内容

内部管理業務

財
源
内
訳



１．事業概要

23年度 24年度 25年度 26年度

目標値 420,000人 420,000人 400,000人 400,000人

実績値 374,092人 394,539人 377,152人

２．コスト等の推移 （単位：円）

23年度 24年度 25年度 26年度（計画）

233,234,981 236,870,314 253,322,454 248,347,079

218,948,505 216,442,551 232,173,539 224,200,000

0 0 0 0

うち県分 0 0 0 0

57,639,777 53,288,949 52,341,887 51,260,607

うち県分 57,639,777 53,288,949 52,341,887 51,260,607

（上記のうち指定管理料） 57,639,777 53,288,949 52,341,887 51,260,607

0 0 0 0

161,308,728 163,153,602 179,831,652 172,939,393

0 0 0 0

0 0 0 0

14,286,476 20,427,763 21,148,915 24,147,079

680,013 716,839 727,428 734,200

13,606,462 19,710,925 20,421,487 23,412,879

0 0 0 0

0 0 0 0

３．事業実績に対する評価等
（評価の目安）

（Ｂ）-2経営評価報告書［事業実績シート（各法人共通）］

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

受託料等

0 0 0

目的及び
内容

コスト

区分

　
　　・施設及び設備のメンテナンスについて、昨年度に引き続き効率的な運営が出来た。
　　・設備等の維持・修繕に関して、島根県と調整を図りながら展示水槽の改修工事を行った。
　　 今後も増加が予想される修繕工事についても同様に修繕計画を立て、島根県と調整を図りながら実施して
     いきたい。
　　・新シロイルカプールの増設により、光熱水費及びメンテナンス費等の経費増となっているが、今後も
     効率的な運営を継続し、省エネに努めていく。平成２４年度より設備係を１名増し、２名から３名体制とした。

指標に基づく
評価

ａ：目標を達成するとともに非常に効果があった
ｂ：かなり効果があった
ｃ：効果が十分でなく手法を見直す必要がある
ｄ：効果が出ておらず、事業そのものを見直す必要がある

ｂ

人件費

その他（上記以外）

財
源
内
訳

　説明

使用料・入場料等

職
員
別
内
訳

①施設・設備のメンテナンス　②施設の維持・修繕工事　③光熱水費　など

臨時職員等

嘱託職員

事業費

正規職員

補助金・負担金

借入金

役員

事業名

資産運用収入

　総入館者目標人数の達成

目標
（値）

0

施設維持管理業務



１．事業概要

23年度 24年度 25年度 26年度

目標値 420,000人 420,000人 400,000人 400,000人

実績値 374,092人 394,539人 377,152人

２．コスト等の推移 （単位：円）

23年度 24年度 25年度 26年度（計画）

89,170,639 124,932,786 212,942,618 129,319,684

50,925,326 77,413,557 165,650,853 64,007,000

0 0 0 0

うち県分 0 0 0 0

12,321,299 14,079,373 20,301,299 12,321,299

うち県分 12,321,299 14,079,373 20,301,299 12,321,299

（上記のうち指定管理料） 12,321,299 14,079,373 12,321,299 12,321,299

0 0 0 0

38,604,027 63,334,184 145,349,554 51,685,701

0 0 0 0

0 0 0 0

38,245,313 47,519,229 47,291,765 65,312,684

0 0 0 0

18,193,489 18,704,184 22,672,242 25,993,331

20,051,824 28,815,045 24,619,523 39,319,354

0 0 0 0

３．事業実績に対する評価等
（評価の目安）

（Ｂ）-3経営評価報告書［事業実績シート（各法人共通）］

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

受託料等

0 0 0

　説明

コスト

区分

役員

使用料・入場料等

事業費

資産運用収入

0

その他（上記以外）

指標に基づ
く
評価

ａ：目標を達成するとともに非常に効果があった
ｂ：かなり効果があった
ｃ：効果が十分でなく手法を見直す必要がある
ｄ：効果が出ておらず、事業そのものを見直す必要がある

ｂ

借入金

事業名

目的及び
内容

　総入館者目標人数の達成

目標
（値）

　　・平成２５年度は、アクアスのさらなる魅力アップを図るため、イベントの実施や施設の改修を行った。
　　　（１）イベントの実施
　　　　　①「シロイルカやサメのごはんを食べてみよう」（10/12-14、10/19-20）
　　　　　②「ご当地キャラDAYｉｎアクアス」（10/12-14、10/19-20）
　　　　　③「サメがぶりんちょ体験」「ペンギンぱくぱく体験」「シロイルカぷよぷよ体験」（11月土・日曜日）
　　　　　④「アクアスクイズラリー ＧＯ！ＧＯ！」（11月土・日曜日と11/13）
　　　　　⑤「冬のアクアス★ゆったりママの会」（12月～2月）
　　　（２）施設設備の改修
　　　　　①水槽改修（アクリル研磨、水槽形状変更、トビウオ水槽前柵設置、魚名板変更など）
　　　　　②ペンギン館に降雪機設置　　　③マイクロアクアリウムをキッズルームに変更
　　　　　④アシカ・アザラシプールに立ち見観覧席設置　　　⑤館内監視モニター設置
　

集客・来場者対策事業

財
源
内
訳

職
員
別
内
訳

①接客業務　②送客誘致業務　③広告宣伝業務　④来場者対策業務

⑤集客対策等調査検討業務　　⑥開館10周年記念事業　など

臨時職員等

嘱託職員

人件費

正規職員

補助金・負担金



１．事業概要

23年度 24年度 25年度 26年度

目標値 420,000人 420,000人 400,000人 400,000人

実績値 374,092人 394,539人 377,152人

２．コスト等の推移 （単位：円）

23年度 24年度 25年度 26年度（計画）

152,431,246 149,941,785 141,813,160 173,204,243

47,999,398 54,070,884 52,096,391 63,593,000

0 0 0 0

うち県分 0 0 0 0

7,592,020 7,557,825 9,044,065 14,086,527

うち県分 7,406,527 7,406,527 8,912,227 13,906,527

（上記のうち指定管理料） 7,406,527 7,406,527 8,912,227 13,906,527

0 0 0 0

40,407,378 46,513,059 43,052,326 49,506,473

0 0 0 0

0 0 0 0

104,431,848 95,870,901 89,716,769 109,611,243

680,013 716,839 727,428 734,200

80,659,521 71,160,677 67,467,761 77,350,614

23,092,314 23,993,385 21,521,580 31,526,429

0 0 0 0

３．事業実績に対する評価等
（評価の目安）

　　シロイルカ、ペンギン、サメ、トビウオをはじめ、約400種１万点の生物を飼育・収集・展示している。

　【飼育・展示】
　　・飼育の日イベント実施（4/19～21）
　　・黄金のヒラメの展示（5/21～6/17）
　　・アザラシの子「みらい」命名式（7/20）
　　・ペンギン館５周年記念装飾（11/13～）
　　・ダイオウイカ冷凍標本展示（3/29～30）
　　・「隠岐の海」関応援水槽設置
　　・クリスマス、バレンタイン、ホワイトデー水槽設置　ほか

指標に基づく
評価

ａ：目標を達成するとともに非常に効果があった
ｂ：かなり効果があった
ｃ：効果が十分でなく手法を見直す必要がある
ｄ：効果が出ておらず、事業そのものを見直す必要がある

ｂ

　説明

　【収集・繁殖】
　　・フンボルトペンギン孵化（Ｈ25.4.8）
　　・ジェンツーペンギン孵化（Ｈ25.7.1）
　　・シロイルカ「アーリャ」の妊娠を確認（Ｈ25.9.18）
　　・ゴマフアザラシ出産（H26.3.4）
　【その他】
　　・豪雨災害に伴う海水塩分濃度対策（Ｈ25.8.24臨時休館）
　　・ペンギンパレード　12月～3月の土日祝日

水族収集・飼育・展示事業

財
源
内
訳

職
員
別
内
訳

①海獣類の飼育・展示業務　②魚類の飼育展示業務　③調餌作業　など

臨時職員等

事業名

0

人件費

正規職員

補助金・負担金

コスト

区分

役員

使用料・入場料等

0 0
県が造成補助した運用財
産の取崩収入

受託料等

0

嘱託職員

借入金

その他（上記以外）

（Ｂ）-4

目的及び
内容

事業費

資産運用収入

　総入館者目標人数の達成

目標
（値）

経営評価報告書［事業実績シート（各法人共通）］



１．事業概要

23年度 24年度 25年度 26年度

目標値 35 35 35 35

実績値 34 38 41

２．コスト等の推移 （単位：円）

23年度 24年度 25年度 26年度（計画）

31,384,389 32,296,717 31,879,259 44,384,140

8,904,229 9,482,906 8,729,354 10,387,000

0 0 0 0

うち県分 0 0 0 0

2,025,800 2,025,800 2,025,800 2,025,800

うち県分 2,025,800 2,025,800 2,025,800 2,025,800

（上記のうち指定管理料） 2,025,800 2,025,800 2,025,800 2,025,800

0 0 0 0

6,878,429 7,457,106 6,703,554 8,361,200

0 0 0 0

0 0 0 0

22,480,160 22,813,811 23,149,905 33,997,140

680,013 716,839 727,428 734,200

21,543,565 21,830,379 22,287,966 33,105,308

256,581 266,593 134,510 157,632

0 0 0 0

３．事業実績に対する評価等
（評価の目安） ａ：目標を達成するとともに非常に効果があった

ｂ：かなり効果があった
ｃ：効果が十分でなく手法を見直す必要がある
ｄ：効果が出ておらず、事業そのものを見直す必要がある

ａ

学習交流事業

財
源
内
訳

職
員
別
内
訳

①ボランティアの育成・支援事業　②調査研究事業（海洋生物の漂着調査等）
③主催スクール事業　④各種教育活動（学校団体等受け入れ等）
⑤教育プログラム作成及び情報発信活動　⑥特別企画展事業
⑦地域交流事業（地域交流イベント実施・地元振興イベント支援）

臨時職員等

嘱託職員

補助金・負担金

指標に基づ
く
評価

　
　　・主催スクール事業として「サマースクール」「日曜講座」「海と山体験教室」等を実施した。
　　合計１１種４１回開催し目標を達成した。
　　・「県立少年自然の家」「出雲科学館」などとの協働企画など他の教育施設との連携も継続実施している。
　　・日本動物園水族館協会主催の「動物愛護に関する標語コンクール」に合わせ来館者から標語を募集、応募
　　・アクアサポーター（ボランティア）によるバックヤードツアーを実施した。
　　・特別企画展について、平成25年度は計3回実施した。中でも夏の特別展「妖怪屋敷」はダイオウグソクムシの
　　 展示など趣向を凝らした展示で人気を博した。

借入金

事業名

　説明

コスト

区分

事業費

その他（上記以外）

目的及び
内容

0

（Ｂ）-5

資産運用収入

　主催スクール事業の開催回数

目標
（値）

経営評価報告書［事業実績シート（各法人共通）］

0

人件費

正規職員

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

受託料等

0 0

役員

使用料・入場料等



コスト等の推移 （単位：円）

23年度 24年度 25年度 26年度（計画）

549,914,085 587,606,651 677,015,914 650,793,000

348,200,122 377,921,779 470,012,143 388,975,000

0 0 0 0

うち県分 0 0 0 0

87,240,959 84,614,010 91,375,114 87,356,296

うち県分 87,055,466 84,462,712 91,243,276 87,176,296

（上記のうち指定管理料） 87,055,466 84,462,712 83,263,276 87,176,296

1,274,000 968,000 268,000 268,000

259,685,163 292,339,769 378,369,029 301,350,704

0 0 0 0

0 0 0 0

201,713,963 209,684,872 207,003,771 261,818,000

6,800,134 7,168,385 7,526,284 7,522,000

148,434,135 146,242,345 151,514,255 181,261,000

46,479,694 56,274,142 47,889,732 72,895,000

0 0 73,500 140,000

0 0 0 0

うち県分 0 0 0 0

45,241,704 45,241,704 45,241,704 45,241,704

うち県分 45,241,704 45,241,704 45,241,704 45,241,704

（上記のうち指定管理料） 45,241,704 45,241,704 45,241,704 45,241,704

0 0 0 0

156,472,259 164,443,168 161,762,067 216,576,296

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

うち県分 0 0 0 0

132,482,663 129,855,714 136,616,818 132,598,000

うち県分 132,297,170 129,704,416 136,484,980 132,418,000

（上記のうち指定管理料） 132,297,170 129,704,416 128,504,980 132,418,000

1,274,000 968,000 268,000 268,000

416,157,422 456,782,937 540,131,096 517,927,000

0 0 0 0

0 0 0 0

549,914,085 587,606,651 677,015,914 650,793,000

0

資産運用収入

その他（上記以外）

財
源
内
訳

補助金・負担金

借入金

使用料・入場料等

職
員
別
内
訳 臨時職員等

嘱託職員

人件費

正規職員

役員

0

（Ｃ）

総コスト

区分

経営評価報告書［事業実績総コストシート（各法人共通）］

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

受託料等

0

事業費

0

財
源
内
訳

補助金・負担金

受託料等

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

資産運用収入

使用料・入場料等

借入金

その他（上記以外）

0

補助金・負担金

受託料等

県が造成補助した運用財
産の取崩収入

0 0 0 0

総コスト（財源内訳の計）

0 0 0

資産運用収入

使用料・入場料等

借入金

その他（上記以外）

総
コ
ス
ト
の
財
源
内
訳



１．貸借対照表に関する項目
コード H23年度 H24年度 H25年度

Ⅰ 資産

流動資産 ａ 331,385,823 479,311,175 324,014,123

現金・預金 ｂ 301,152,722 453,465,365 293,335,552

その他の流動資産 ｃ 30,233,101 25,845,810 30,678,571

固定資産 ｄ 699,205,168 523,897,056 658,504,810

基本財産 ｅ 100,000,000 100,000,000 100,000,000

基本財産以外の固定資産 ｆ 599,205,168 423,897,056 558,504,810

うち特定資産 ｇ 64,342,520 73,405,676 136,951,443

（固定資産の性質別内訳）

有形固定資産 34,976,518 20,872,250 91,889,237

無形固定資産 0 0 0

投資等 664,228,650 503,024,806 329,664,130

資産計 ｈ 1,030,590,991 1,003,208,231 982,518,933

Ⅱ 負債

流動負債 ｉ 25,990,755 52,540,233 156,907,344

短期借入金 ｊ 0 0 0
うち県からの短期借入金 ｋ 0 0 0

その他の流動負債 ｌ 25,990,755 52,540,233 156,907,344

固定負債 ｍ 64,342,520 73,405,676 86,451,443

長期借入金 ｎ 0 0 0
うち県からの長期借入金 ｏ 0 0 0

その他の固定負債 ｐ 64,342,520 73,405,676 86,451,443

負債計 ｑ 90,333,275 125,945,909 243,358,787

Ⅲ 正味財産・資本

基本金 ｒ 100,000,000 100,000,000 100,000,000
うち県の出資・出えん分 ｓ 100,000,000 100,000,000 100,000,000

基本金以外の正味財産・資本 ｔ 840,257,716 777,262,322 639,160,146

当期正味財産・資本増減 ｕ ▲ 6,525,329 ▲ 62,995,394 ▲ 138,102,176

準備金・前期繰越等 ｖ 846,783,045 840,257,716 777,262,322
（うち県が造成補助した取崩し型運用財産） ｗ 0 0 0

正味財産・資本計 ｘ 940,257,716 877,262,322 739,160,146

負債と正味財産・資本の合計 ｙ 1,030,590,991 1,003,208,231 982,518,933

【貸借対照表に関する項目の記載内容の注意事項】

※

※

参考：正味財産の内訳（新公益法人会計適用団体のみ）

コード H23年度 H24年度 H25年度

正味財産

指定正味財産 ① 100,000,000 100,000,000 100,000,000
うち基本財産への充当額 ② 100,000,000 100,000,000 100,000,000
うち特定資産への充当額 ③ 0 0 0

一般正味財産 ④ 840,257,716 777,262,322 639,160,146
うち基本財産への充当額 ⑤ 0 0 0
うち特定資産への充当額 ⑥ 64,642,520 73,405,676 136,951,443

正味財産計 ⑦ 940,257,716 877,262,322 739,160,146

科目

（Ｄ）

科目

経営評価報告書［財務状況シート（各法人共通）］



１－２．資産に関する項目
（単位：千円）

固定資産 a 658,505
基本財産 b 100,000

有形固定資産 c 0
無形固定資産 d 0
投資等 e 100,000

基本財産以外の固定資産 f 558,505
有形固定資産 g 91,889
無形固定資産 h 0
投資等 i 466,616

有形固定資産（g）の内容

無形固定資産(h)の内容

投資等(i)の内容

職員の退職給付引当金として

財産を利用して水族館運営事業を実施する。

財産を利用して水族館運営事業を実施する。

資産の保有目的

少額備品 1,018

381

財団所有の備品類の更新費として

公用車リサイクル料金

運用財産 329,653

資産の保有目的
財産の運用益及び財産の一部を利用して水族
館運営事業を実施する。

リサイクル預託金 11

特定資産 50,500

価額（千円）区分

特定資産 86,451

1,784

主な資産 価額（千円）

構築物 2,069

什器備品 86,636

（Ｄ）-2 

建物

建物付属設備

主な資産 価額（千円）

経営評価報告書［財務状況シート］

資産の保有目的

財産を利用して水族館運営事業を実施する。

財産を利用して水族館運営事業を実施する。

財産を利用して水族館運営事業を実施する。



２．正味財産増減計算書に関する項目
コード H23年度 H24年度 H25年度

Ⅰ 一般正味財産増減の部

経常増減の部

経常収益 ① 543,469,756 547,188,080 538,994,738

基本財産運用益 ア 1,274,000 968,000 268,000

特定資産運用益 イ 0 0 0

入会金・会費 ウ 0 0 0

事業収益 エ 397,708,058 392,595,390 400,463,838

補助金収益 オ 0 18,082,000 0
うち県からの補助金 カ 0 18,082,000 0

受託等収益 キ 132,482,663 129,855,714 136,616,818
うち県からの受託等収益 ク 132,297,170 129,704,416 136,484,980

うち指定管理料 ケ 132,297,170 127,946,342 128,504,980

負担金収益 コ 0 0 0
うち県からの負担金収益 サ 0 0 0

寄付金収益 シ 0 0 0

雑収益 ス 12,005,035 5,686,976 1,646,082
うちその他の財産の運用による利息等収益 セ 6,609,471 4,569,185 1,140,761

経常費用 ② 549,914,085 610,102,474 677,015,914

事業費 ソ 335,548,802 358,453,086 671,038,307
うち自主事業に係る事業費 タ 335,548,802 358,453,086 671,038,307

管理費 チ 214,365,283 251,649,388 5,977,607

（うち人件費） ツ 201,713,963 209,684,872 207,003,771

評価損益等調整前当期経常増減額（①-②） ③ ▲ 6,444,329 ▲ 62,914,394 ▲ 138,021,176

評価損益等調整額 テ 0 0 0

当期経常増減額（③＋テ） ④ ▲ 6,444,329 ▲ 62,914,394 ▲ 138,021,176

経常外増減の部

当期経常外増減額 ⑤ 0 0 0

経常外収益 ト 0 0 0

経常外費用 ナ 0 0 0

税引前当期一般正味財産増減額（④+⑤） ⑥ ▲ 6,444,329 ▲ 62,914,394 ▲ 138,021,176

法人税、住民税及び事業税 ニ 81,000 81,000 81,000

税引後当期一般正味財産増減額（⑥-ニ） ⑦ ▲ 6,525,329 ▲ 62,995,394 ▲ 138,102,176

一般正味財産期首残高 ヌ 846,783,045 840,257,716 777,262,322

一般正味財産期末残高（⑦＋ヌ） ⑧ 840,257,716 777,262,322 639,160,146

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 ネ 0 0 0

指定正味財産期首残高 ノ 100,000,000 100,000,000 100,000,000

指定正味財産期末残高（ネ＋ノ） ⑨ 100,000,000 100,000,000 100,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高（⑧＋⑨） ⑩ 940,257,716 877,262,322 739,160,146

【備考】

基本財産からの取崩収入 ハ 0 0 0

うち県分 ヒ 0 0 0

特定資産からの取崩収入 フ 4,371,564 0 0

うち県分 ヘ 0 0 0

借入金収入 ホ 0 0 0

うち県分 マ 0 0 0

その他 ミ 200,005,640 300,000,000 0

うち県分 ム 0 0 0

計（ハ＋フ＋ホ＋ミ） ⑪ 204,377,204 300,000,000 0

収入計（①＋ト＋⑪） ⑫ 747,846,960 847,188,080 538,994,738

職員数〔人〕 メ 44 42 45

科目

経営評価報告書［財務状況シート（公益法人等）］ （Ｅ）



経営評価報告書［財務状況シート（公益法人等）］ （Ｇ－１）

４．評価指標に関する項目（公益法人等）

№ 指標名 内容 H23年度 H24年度 H25年度

1 自己資本比率 x/h
総資本にしめる返済義務の無い自己資
本の割合から、外郭団体の財務基盤の
安定性・健全性をみる。

91.2% 87.4% 75.2%

2 流動比率 a/i

１年以内に返済しなければならない流
動負債に対する１年以内に資金化でき
る流動資産の比率から、外郭団体の支
払能力をみる。

1275.0% 912.3% 206.5%

3
固定長期適合
率

d/(m+x)

固定的な資金調達（自己資本＋長期負
債）に対する固定資産の比率から、外
郭団体の固定資産投資の安全性をみ
る。

69.6% 55.1% 79.8%

ホ/⑫

当期収入額に占める借入金収入の割
合から、外郭団体の借入金への依存度
をみることにより、財務基盤の健全性を
みる。

0.0% 0.0% 0.0%

（j+n）/h

金利負担のある負債と外郭団体等が調
達した全ての資産との比率から、外郭
団体等の調達資金の安定性と金利変
動に対する経営リスクを見る。

0.0% 0.0% 0.0%

5 人件費比率 ツ/②
当期費用に占める人件費の割合から、
外郭団体等の経営の効率性をみる。

36.7% 34.4% 30.6%

6 管理費比率 チ/②
当期費用に占める管理費の割合から、
外郭団体の経営の効率性をみる。

39.0% 41.2% 0.9%

7
職員一人あたり
事業収益額

エ/メ
職員一人あたりの事業収益の推移をみ
ることにより外郭団体の効率性をみる。

9,038,819.5 9,347,509.3 8,899,196.4

8
基本財産運用
効率

ア/e
資金運用益の状況から基本財産の運
用効率を判断する。

1.3% 1.0% 0.3%

(カ+ク+サ)/
①

経常収益に占める県からの補助金等の
割合から、財政上の県との関わりの度
合いを判断する。

24.3% 27.0% 25.3%

(1)の収益から県の指
定管理料を控除した場
合

(カ+ク+サ-
ケ)/①

(1)より、県の指定管理料を控除して算
定した依存度により、財政上の県との
関わりの度合いを判断する。

0.0% 3.6% 1.5%

(カ+ク+サ+
ヘ)/①

(1)に加え、特定資産からの取崩収入の
うち県分を加味し、財政上の県との関
わりの度合いを判断する。

24.3% 27.0% 25.3%

(2)の収益から県の指
定管理料を控除した場
合

(カ+ク+サ+
ヘ-ケ)/①

(2)より、県の指定管理料を控除して算
定した依存度により、財政上の県との
関わりの度合いを判断する。

0.0% 3.6% 1.5%

10 受託等収益率 キ/①
経常収益の中に占める受託等の割合
から、受託事業への依存度を判断す
る。

24.4% 23.7% 25.3%

11 補助金収益率 オ/①
経常収益の中に占める補助金の割合
から、補助金収益への依存度を判断す
る。

0.0% 3.3% 0.0%

12 自主事業比率 タ/ソ
事業費に占める自主事業の割合から、
自主事業への取り組み状況を判断す
る。

100.0% 100.0% 100.0%

指標にかかるコメント等

補助金収益÷経常収益
×100％

自主事業費に係る事業
費÷事業費×100％

※参考
（(1)の収益＋特定資産から
の取崩収入のうち県分）÷
経常収益×100％・・・(2)

受託等収益÷経常収益
×100％

固定資産÷（固定負債
＋正味財産・資本計）×
100%

借入金収入÷当期収入
合計×100％

貸借対照表における
借入金計÷資産計×
100％

人件費÷経常費用×
100％

9
県への財政的
依存度

管理費÷経常費用×
100％

事業収益÷職員数

基本財産運用益÷基本
財産×100％

県からの収益（補助金＋受
託等＋負担金）÷経常収益
×100％・・・(1)

■№１自己資本比率、№2流動比率：集客対策事業として流動資産（預金）を拠出した結果、流動比率が低くなっている。
■№3固定長期適合率：Ｈ24年度低下は、倉庫棟を島根県に寄附したため。Ｈ25年度増加は、魅力アップ事業により備品等購入したため
■№6管理費比率：公益財団法人への以降に伴い、事業区分を再整理した。（管理費は法人事業のみとした）

■№9県への財政的依存度：Ｈ24年度は、神話博無料化事業実施を国の失業者雇用創出事業を活用して実施したため。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ25年度は、施設改修企画提案業務を島根県から受託したため。
■№11補助金収入率：Ｈ24年度は、神話博無料化事業による入館料一部補填分を計上

計算式

自
主
性

効
率
性

4 借入金依存率

安
全
性
・
健
全
性

正味財産・資本計÷資
産計×100%

流動資産÷流動負債×
100%



経営評価報告書［項目別チェックシート（各法人共通）］ （Ｉ）

評価 説　　明

自己評価の点数化集計

Aと回答した数 6 ×２点 ＝ 12 点

Bと回答した数 0 ×１点 ＝ 0 点

Cと回答した数 0 ×０点 ＝ 0 点

計 12 点 …①

総回答数 6 ×２点 ＝ 12 点 …② 比率
①÷②
×100＝ 100 ％

１．団体の存在意義および存続性にかかる項目

A

A

A

A

A

A

団体として人的体制が整っているか

Ａ：認められる
Ｂ：社会的要請は減少してきているが認められる
Ｃ：存在意義が薄れつつあるまたはほとんど無い

Ａ：全くないまたは存在するが、合理的理由により差別化ができる
Ｂ：差別化の理由が希薄であるが、代替は困難
Ｃ：代替することが比較的容易

類似する事業内容を行う営利企業があるか

チェック項目

設立目的及び事業内容が類似する非営利団体があるか

財政基盤の面で安定しているか

Ａ：全くないまたは存在するが、合理的理由により差別化ができる
Ｂ：差別化の理由が希薄であるが、代替は困難
Ｃ：代替することが比較的容易

Ａ：取り崩し型運用財産以外の自主的財源があり安定している
Ｂ：安定した補助金や受託事業収入があり当面安定している
Ｃ：不安定な補助金、受託事業や取り崩し型運用財産に頼っており不安定

事業内容が設立目的に合致しているか

Ａ：全ての事業が目的に合致
Ｂ：かなりの事業が目的に合致
Ｃ：目的に合致するものが少ない

Ａ：事業規模に応じたプロパー職員がいる
Ｂ：県派遣等を含め事業に対応した体制になっている
Ｃ：プロパー職員が極端に少ないまたはいない

設立目的に合致した社会的要請があり、公益団体として存在意義が認められるか

設置目的、立地条件、運営方式な
どを鑑みると、営利企業では果た
せない役割がある。



評価 説　　明

自己評価の点数化集計

Aと回答した数 7 ×２点 ＝ 14 点

Bと回答した数 0 ×１点 ＝ 0 点

Cと回答した数 0 ×０点 ＝ 0 点

計 14 点 …①

総回答数 7 ×２点 ＝ 14 点 …② 比率
①÷②
×100＝ 100 ％

２．組織体制および運営状況にかかる項目

A

A

Ａ：定期に加え、必要の都度機動的に開催し、重要事項を審議している
Ｂ：定期開催時に事業内容等についても合わせて審議している
Ｃ：定例的なもののみで議事内容も定例的なものにとどまっている

意思決定機関である理事会等は適正に開催され、かつその機能は十分に発揮されているか

Ａ：定期に加え、必要の都度機動的に開催し、重要事項を決定している
Ｂ：定期開催時に事業内容等についても合わせて審議している
Ｃ：定例的なもののみで議事内容も定例的なものにとどまっている

AＡ：全て公開している
Ｂ：一部公開している
Ｃ：公開してない

人材育成・能力開発を行っているか

A

組織人員のスリム化に向けた見直しを行っているか

A

役員報酬規程、職員給与規程、就業規則、決裁規則、会計・経理規程等が整備され、適切に
運用されているか

AＡ：必要な規程は全て整備され適切に運用されている
Ｂ：職員の周知徹底を含め運用に不充分な点がある
Ｃ：必要な規程が整備されていない

AＡ：２つとも定めている
Ｂ：一方を定めていない
Ｃ：２つとも定めていない

Ａ：見直しを行い、実施している又は見直しを行う必要がない
Ｂ：見直しの作業を行っている
Ｃ：見直しの必要があるが行っていない

事業活動内容・財務状況等について広報誌やホームページ等で積極的に情報公開しているか

チェック機関である経営委員会等は適正に開催され、かつその機能を十分発揮されているか

情報公開・個人情報保護に関する規程を定めているか

Ａ：研修会を開催したり、外部研修会に参加させるなどを十分に行っている
Ｂ：十分ではないが行っている
Ｃ：行っていない

チェック項目

定期開催時に予算決算の他、事
業内容についても詳しく審議してい
る。
また、重要な決議の際は臨時理事
会を開催している。

定期開催時に予算決算の他、事
業内容についても詳しく審議してい
る。
また、重要な決議の際は臨時評議
員会を開催している。

両規程とも定めている。

　情報公開条例：Ｈ１４．４．１

　個人情報保護条例：Ｈ１５．４．１



評価 説　　明

自己評価の点数化集計

Aと回答した数 7 ×２点 ＝ 14 点

Bと回答した数 0 ×１点 ＝ 0 点

Cと回答した数 0 ×０点 ＝ 0 点

計 14 点 …①

総回答数 7 ×２点 ＝ 14 点 …② 比率
①÷②
×100＝ 100 ％

コストを抑制して、事業活動を効率的に行っているか

ＡＡ：少ないコストにより、多くの事業活動を効率的に行っている
Ｂ：コストの抑制に心がけているが、事業活動が効率的とはいえない
Ｃ：行っていない

３．事業の実施状況にかかる項目

事業毎に費用対効果を分析し、事業見直しに活用しているか

ＡＡ：十分に分析し、活用している
Ｂ：かなり分析し、活用している
Ｃ：あまり分析せず・活用もしていない

Ａ

事業実施にあたって目標数値等を設定し、達成状況を評価・活用しているか

Ａ

ＡＡ：低いまたは低下傾向にある
Ｂ：高いが合理的理由がある
Ｃ：高く、再委託先に任せきりにしている事業が多数ある

ＡＡ：数値目標、収支計画、年次計画を盛り込んだ計画を策定し事業を行っている
Ｂ：一部の事業、一部の内容についての計画または短期的な計画を策定し事業実施している
Ｃ：計画的な実施ができていない

受託事業の再委託率が高くなっていないか

Ａ：目標を設定し、評価・活用している
Ｂ：目標を設定しているが達成状況の評価にとどまっている
Ｃ：できていない

Ａ：あらゆる機会を捉え、積極的に調査を行い把握に努めている
Ｂ：十分ではないが必要に応じ把握に努めている
Ｃ：あまり努めていない

団体として将来見通しを立て、計画的に事業実施を図っているか

保有資産の有効活用が図られているか

チェック項目

提供するサービスに対する顧客満足度及び顧客のニーズの把握に努めているか 　入館者からのメールや館内アン
ケート及び接客職員の業務日報等
により、積極的に情報収集を行
い、また要望への対応を心がけて
いる。
　駐車場におけるナンバー調査を
行い（年78回）顧客エリアの把握に
努め、効果的な集客対策に生かし
ている。

　指定管理者制度の導入により、
契約期間が５年に限定され、長期
的な将来見通し及び事業実施が
困難な状況であるが、計画的に事
業実施を図っている。

特殊な機器があり、専門性の高い
機器は再委託によりメンテナンスを
行っているが、その割合は事業費
に対して約1割程度であり、低いと
考える。

ＡＡ：資産の有効活用により、十分な事業活動が可能である。
Ｂ：資産を活用しているものの、事業活動の成果が十分とは言えない
Ｃ：資産が活用されていない又は保有目的が不明確な資産がある



評価 説　　明

自己評価の点数化集計

Aと回答した数 10 ×２点 ＝ 20 点

Bと回答した数 1 ×１点 ＝ 1 点

Cと回答した数 0 ×０点 ＝ 0 点

計 21 点 …①

総回答数 11 ×２点 ＝ 22 点 …② 比率
①÷②
×100＝ 95 ％

Ａ

前年度末現在の借入金の返済が可能か

－

効
率
性

Ａ：規程を整備し適正・効率的に運用している
Ｂ：規程はないが効率的な運用を行っている
Ｃ：不十分であり改善の余地がある

8

9

４．財務状況および財務指標にかかる項目

職員一人当たりの事業収益額の推移は適正か

Ａ：低下しているまたは依存度は低く横ばいである
Ｂ：上昇傾向にあるが特殊な事情があるなど合理的理由がある
Ｃ：上昇しており自立性が低下している

7

基本財産や運用財産を適正・効率的に運用しているか

ＡＡ：増加傾向または横ばいである
Ｂ：減少傾向だが、合理的な理由がある
Ｃ：減少傾向にある

5

資産の管理は適切か

Ａ：資産の時価評価（又はそれに準じた評価）が行われており、価値が確保されている
Ｂ：資産の時価評価（又はそれに準じた評価）が行われているが、価値が低下している
Ｃ：資産の時価評価（又はそれに準じた評価）が行われていない

ＡＡ：１００％以上ある
Ｂ：　－
Ｃ：１００％未満である

Ａ：借入当初の返済計画通り返済が可能
Ｂ：当初の返済計画通りいかないが返済計画の見直しを行った
Ｃ：返済計画の見直しの必要がある

Ａ

人件費比率は適正か

Ａ：横ばいまたは低くなっている
Ｂ：上昇傾向にあるが、合理的な理由がある
Ｃ：上昇傾向にあり、適正でない

管理費比率は適正か

Ａ：横ばいまたは低くなっている
Ｂ：上昇傾向にあるが、合理的な理由がある
Ｃ：上昇傾向にあり、適正でない

Ａ

Ａ：低下傾向にない
Ｂ：低下傾向にあるが、緩やかである
Ｃ：近年大幅に低下する傾向にある

安
定
性

4

借入金依存度（借入金÷総資産）が適正か

Ａ：横ばいまたは低くなっている
Ｂ：上昇傾向にあるが、合理的な理由がある
Ｃ：上昇傾向にあり、適正でない

Ａ

12

補助金収益率が高まっていないか

ＡＡ：低下しているまたは依存度は低く横ばいである
Ｂ：上昇傾向にあるが特殊な事情があるなど合理的理由がある
Ｃ：上昇しており自立性が低下している

受託等収益率が高まっていないか

ＡＡ：低下しているまたは依存度は低く横ばいである
Ｂ：上昇傾向にあるが特殊な事情があるなど合理的理由がある
Ｃ：上昇しており自立性が低下している

Ａ

11

県への財政依存度が高まっていないか

6 Ａ

13

自主事業比率が低下していないか

Ａ：上昇している又は横ばいである
Ｂ：低下が特殊な事情があるなど合理的理由がある
Ｃ：低下しており、自立性が低下している

自
立
性

10

 Ｈ25.4月の公益財団への移行に伴い、
事業区分を再整理した。管理費は法人
事業のみとした結果、管理費が大幅に
低減した。

 集客対策事業として流動資産（預金）
を拠出した結果、流動比率が低減し
た。
 これはＨ25.4月の公益財団移行に向
けての遊休財産活用によるものであ
る。

チェック項目

1

自己資本比率が低下傾向にないか

Ｂ

－

2

流動比率が１００％以上あるか

3



経営評価報告書［総合評価シート（各法人共通）］ （Ｊ）

１．評価結果（個別観点）

評価

２．総合評価（今後改善すべき内容、方向性等）

観　点

 石見海浜公園区域（Ｄゾーン）で活動する団体間
の調整が必要

今後の方向性等

評価内容

Ａ

 しまね海洋館の管理運営にあたり、設立目的に沿った運営を行ってい
る。
 また、開館当初から水族館の管理運営に携わり、運営のノウハウと関係
地域及び各関係機関との連携体制も兼ね備え、これらを生かした事業展
開を行っている。

団体のあり方

組織運営

事業実績

財務内容

 人員配置計画及び施設整備も含めた将来の運営
計画の策定

　海浜公園及び石見地域の活性化のため、団体そ
れぞれのあり方を検討する必要がある。

 経営の自由度の向上を要望していく。

 経営戦略（平成24年度策定）を年次的に実施して
いく。

 公益法人の運営にあたり、収益事業の強化など
が必要。（公益事業では収益は出せないが、法人
全体では収益をあげないと会社の存続が出来な
い）

課題の内容等

 指定管理者制度導入のあり方について、管理料
算定方法、導入施設、管理施設間等の考え方の違
い、経営努力の計り方など引き続き検討する必要
がある。

　指定管理施設間等での認識統一を要望するなど
制度の見直しを働きかけていく。

評価の目安

 効率的な人員配置・組織運営を行っている。さらに平成22年度より組織
機構の改正及び職員採用を行い、施設整備による管理施設の増加及び
繁殖等による飼育生物の増加、企画広報業務の拡大に対応している。
 また、日本動物園水族館協会（日動水）主催の研修会をはじめ、各種研
修会に積極的に参加し、職員のスキルアップを目指している。

 平成25年度の入館者は、ＧＷを中心に島根東部へ観光客が流れたこと
や夏の豪雨などの影響もあり、対前比約５％減の377,152人であった。
 集客対策の一環として行ったイベントは大変好評だったので、検証を行
い次年度からに生かしている。また、留保資産を活用した施設設備の改
修により来館者からの要望に応えることができた。
 シロイルカをはじめ、アシカ、アザラシ、ペンギンなど各種生物の飼育・
繁殖についても確かな実績を残している。

 公益法人への以降に向けて留保資産を活用し、館内の施設設備の改
修を行った。財産状況に関する公益法人としての適用要件（遊休財産保
有規制）を良好な条件で満たしている。

Ａ：良好である　Ｂ：ほぼ良好である
Ｃ：やや課題がある　Ｄ：課題が多い

Ａ

Ｂ

Ａ


